
●受講料● １名 <資料代込>  

正会員 32,400 円（本体価格 30,000 円）  

一 般 35,640 円（本体価格 33,000 円） 
 
＊当会下記ホームページからでもお申込みいただ

けます。 
http://www.bri.or.jp 

 申込書を FAX 又は E-mail でお送り下さい。 
  後日（開催日７～10 日前迄に）、受講票・請求書

をお送りします。 
 

＊申込書を FAX で送信いただく際は、FAX 番号をお
間違えないようご注意ください。 

   一般社団法人 企業研究会 第２研究事業 G  
担当：福山  E-mail :fukuyama@bri.or.jp 
〒102-0083 千代田区麹町 5-7-2  MFPR 麹町ビル 2F 

TEL 03-5215-3550  FAX 03-5215-0951 
 

＊お申込書に記入頂いた個人情報は、研究会に関 
  する確認・連絡、及び当会主催のご案内をお送り 
  する際に利用させていただきます。 

 外国人雇用・働き方改革と 
新たな人事制度設計の構築 

■日 時  ２０１９年 ３月 １日（金）1３:00 ～  1７ :00  

■会 場  東京・麹町 企業研究会セミナールーム TEL: ０３ – ５２１５ – ３５５０ 

■講 師  近藤 秀将氏 行政書士法人 KIS 近藤法務事務所 代表社員  

                          モンゴル国民工科大学特任教授 特定行政書士・社会学者                           

【基礎編】 

1. 外国人雇用の《基本》の理解 
① 日本人と外国人の《違い》を理解しよう！ 

② 外国人雇用のメリット・デメリット 

③ 外国人雇用をスムーズに進めるステップ  

2. 《入管法》を知る 
① 外国人雇用に必要な法律知識 

② 入管実務の具体的手続 

③ 外国人雇用に必要な「在留資格・VISA」 

④ 不法就労および不法就労助長罪とは？ 

⑤ 他の就労系在留資格と技能実習制度の違い 

⑥ 在留資格「特定技能」創設 

【応用編】 

３．外国人雇用管理運用・人事管理 
① 外国人高度人材の来日動機とキャリアモデル 

② 外国人高度人材を採用する場合の手続 

③ 労働契約書、誓約書の内容と注意点 

④ 外国人高度人材の定着を目指した管理運用 

⑤ 外国人高度人材の戦力化に向けた研修教育制度 

⑥ 職種別給与を試行する意味 

⑦ 日本で生活するための支援 

⑧ 残業・休暇の対応に注意 

⑨ 外国人高度人材と「働き方改革」 

⑩ ゆくゆくは帰国後、現地法人の幹部へ  
【補論】 
４．外国人雇用による「イノベーション」 
① 外国人材と「イノベーション」 
② 外国人材の専門性 
③ 外国人材が持つ人脈 
④ 外国人材による新規業務 

                                                                         

  
●開催主旨●  

「イノベーション」という言葉があります。非常に多義的

な言葉ですが、私の理解では「〈視点〉の異動」となりま

す。つまり、従来とは異なる理解を〈意思決定〉の前提に

するということです。この点、「外国人雇用」については、

従来から「安い労働力」「日本人の代替要員」等の理解を

前提とする〈意思決定〉が多々見られて来ましたが、この

ような理解は「非常にもったいない！！」と思います。さ

ながら「目の前の宝を放置する」かのようです。そこで、

本研修では、「外国人雇用」なかでも「高度人材」を使っ

て皆様の会社に「イノベーション」をもたらし、さらなる

発展の契機にしてもらいと考えています。これは、ダイバ

ーシティ・マネジメントの実践であると同時に、ダイバー

シティ・マネジメントの「イノベーション」です。また、

2019 年 4 月から開始する在留資格「特定技能」について

も、私独自の分析も加えて解説します。 

【講師略歴】 
社会学者。特定行政書士。Үндэсний Техникийн Их 

Сургууль 特 任 教 授 。 Immigration Lawyer(Gyoseishoshi 
specializing in the procedure of Japanese Immigration)。1978

年生まれ。行政書士法人 KIS 近藤法務事務所 代表社員・出
入国関係申請取次業務特定社員。早稲田大学教育学部卒
業。M.A. in Sociology（立教大学）。2006 年に行政書士登録

し、2012 年に「行政書士法人 KIS 近藤法務事務所」設立。中
国・モンゴルをはじめとしたアジア圏の専門家として、イミグレ
ーション法務（Immigration Legal Service）－－在留資格関連

申請手続、起業、国際結婚・離婚手続等を中心として幅広く
活動。2015 年 4 月には東京都行政書士会豊島支部長就任、
同年 5 月単著「外国人雇用の実務（中央経済社）を刊行。

2017 年 9 月共著「行政書士の業務展開―早稲田大学 GEC
校友会支援講座「行政書士実務概論」講義案」（成文堂）刊
行。2018 年 1 月「外国人雇用の実務〈第 2 版〉」（中央経済社）

刊行。 
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 *会員企業のご確認、その他セミナーに関するご不明な点につきましては、当会 
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